
 

トトピピッッククスス55  令令和和66年年能能登登半半島島地地震震等等へへのの対対応応  
 
令和6(2024)年1⽉に⽯川県能登

の と
地⽅で発⽣した地震は、⽯川県を中⼼に、⼈的被害のほ

か、農地・農業⽤施設や林地・林道施設、漁港等に⼤きな被害をもたらしました。その後、
同年9⽉20⽇からの奥

おく
能登
の と

地域における豪⾬(以下「奥能登豪⾬」という。)が、同地域に
おいて更なる被害をもたらしました。 

以下では、「令和6年能登
の と

半島
はんとう

地震1」と奥能登豪⾬による、被害の状況と復旧に向けた取
組について紹介します。 
 

((令令和和66年年能能登登半半島島地地震震にによよりり、、⽯⽯川川県県をを中中⼼⼼にに北北陸陸各各県県等等にに⼤⼤ききなな被被害害がが発発⽣⽣))  
令和6(2024)年1⽉に⽯川県能登地⽅で発⽣した最⼤震度7の地震による被害は、市街地

ばかりでなく、農⼭漁村等にも広がり、⽯川県を始めとする北陸各県等の農林⽔産業にも
甚⼤な被害をもたらしました(図図表表  トトピピ55--11)。 

 

 
 
被災した農地・農業⽤施設等は、多数、⼤規模かつ広範囲にわたり、くわえて、道路の

⼨断や積雪もあり、被害把握等に困難をきたしました。農林⽔産省は、発災直後から全国
の地⽅農政局等から国の職員をMAFF

マ フ
-SAT

サ ッ ト
(農林⽔産省・サポート・アドバイスチーム)と

して現地に派遣し、被災した地⽅公共団体や関係団体等と連携し、農地・農業⽤施設等の
被害状況の把握を迅速に⾏うとともに、できるだけ多くの農地で営農の再開がされるよう、
応急復旧を全⼒で進めました。また、農村地域のライフラインである農業集落排⽔施設、
営農飲雑⽤⽔施設についても、⼟地改良事業団体連合会等の関係団体の協⼒を得て、全国
から派遣された技術者により点検・応急復旧が迅速に⾏われました。 

さらに、政府は、発災直後から「⾷料・物資⽀援チーム」を設置し、被災地の要望を踏
まえ、業界団体の協⼒の下、約514万点の飲⾷料、約1万8千kgの無洗⽶等を供給しました。
⾷料⽀援に対するニーズの多様化を⾒越し、調達可能な品⽬のリストを被災各県に提⽰し、
温かい状態で⾷べることができるレトルト⾷品、アレルギー対応⾷品、炊き出し⽤の無洗
⽶、野菜ジュース等を発送しました。さらに、外⾷事業者の協⼒を得て、キッチンカーを
活⽤した⾷事提供の取組を実施しました。 

 
 

 
1 気象庁が定めた名称で、令和2(2020)年12⽉以降、能登地⽅周辺で発⽣している⼀連の地震活動のことを指す。 

図表 トピ5-1 農林⽔産関係の主な被害状況(令和6年能登半島地震・⼤⾬災害) 

資料：農林⽔産省作成 

農地
(箇所)

農業⽤
施設等
(箇所)

農業・畜産
⽤機械

(件)

農業⽤
ハウス等

(件)

畜産⽤
施設
(件)

共同利⽤
施設
(件)

林野関係
(件)

漁船
(隻)

漁港
(漁港)

⽔産業共同
利⽤施設

(件)

被害額
(億円)

令和6年能登半島地震
(6県)

4,208 9,879 1,119 1,945 82 257 2,769 366 73 94 3,764.3

令和6年9⽉20⽇からの⼤⾬
(15県)

1,865 1,966 220 103 1 6 837 3 3 - 627.3

計 6,073 11,845 1,339 2,048 83 263 3,606 369 76 94 4,391.6

 

フクの⽇」制定記念交流会が開催され、先進的な事業者や障害者との交流会が⾏われるな
ど、全国43か所でノウフクの⽇の関連イベントが開催されました。 

これまでも、農福連携の認知度向上に向け、47都道府県が参画する「農福連携全国都道
府県ネットワーク」による農福連携マルシェの開催、⾷品企業等を対象としたノウフクJAS1

商品等の商談会を始めとする各界が連携した取組を⾏ってきたところであり、ノウフクの
⽇の制定を契機として、今後も消費者や企業を巻き込みながら、国⺠的運動として農福連
携等を推進していくことが重要となっています。 

 

 
 

((農農福福連連携携のの裾裾野野をを広広げげ、、地地域域共共⽣⽣社社会会をを実実現現))  
農福連携が普及していく中で、農福連携の取組の裾野も広がっており、ノウフク・アワ

ードの受賞団体では、農業者や障害者就労施設に加えて、企業、地⽅公共団体、農協、特
別⽀援学校等の様々な主体が⾒られます。また、障害者の丁寧な⼿作業を活かして、有機
農業や⾼品質な商品の製造を⾏うなど、農業の⾼付加価値化を実現している事例や、地域
の商⼯業や観光業等との連携や地域の未利⽤資源の活⽤等により、農福連携を中⼼とした
地域づくりに取り組む事例も⾒られます。 

さらに、障害者のみならず、⾼齢者、⽣活困窮者、ひきこもりの状態にある者等の就労・
社会参画⽀援、犯罪をした者等の⽴ち直り⽀援等にも対象が広がっています。世代や障害
の有無を超えた多様な者が農業体験を通じて社会参画を図る「ユニバーサル農園」におい
て、健康増進や⽣きがいづくり、働きづらさや⽣きづらさを感じている者への職業訓練、
⽣涯にわたる学びの場としての活⽤等の取組も
⾒られるようになっており、このような取組を
通じた農地の利⽤の維持・拡⼤効果も期待され
ます(図図表表  トトピピ44--44)。 

新たなビジョンに掲げられた取組を官⺠を挙
げて実践することにより、我が国の⾷や地域を
⽀える農業の発展や障害者等の⼀層の社会参画
等が促進されるとともに、多様な分野に取組の
幅が広がり、全ての⼈々がその⽣きる⼒や可能
性を最⼤限に発揮できる地域共⽣社会の実現に
つながっていくことが期待されます。 

 
1 正式名称は「障害者が⽣産⾏程に携わった⾷品及び観賞⽤の植物の⽇本農林規格」 

「「ノノウウフフククのの⽇⽇」」制制定定記記念念交交流流会会  「「ノノウウフフククのの⽇⽇」」のの周周知知ポポススタターー  

図表 トピ4-4 ユニバーサル農園の取組例 
杉杉並並区区農農福福連連携携農農園園「「すすぎぎののここ農農園園」」((東東京京都都杉杉並並区区))  

杉並区では区⺠に対する農業への理解促進や 
障害者・⾼齢者等の⽣きがい創出につながる農福連携を推進 

 

資料：農林⽔産省作成 
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について調整を進めています。地域での議論を受け、豪⾬で被災した農地約400haのうち
約170ha(約4割)が令和7(2025)年の作付けに間に合うよう、まずは、被害が⼩規模な農地
を中⼼に復旧⼯事を⾏うこととし、調整を終えたところから、順次復旧⼯事を進めていま
す。 

さらに、⼟砂・流⽊・⽡礫
が れ き

等が宅地・道路・農地等にまたがって堆積している場合には、
市町が⼀括発注により、撤去を⾏い、その費⽤を事後的に事業間で精算することを可能と
する農林⽔産省・国⼟交通省・環境省が連携した新たなスキームを構築し、迅速な復旧を
⽀援しています。農林⽔産省では、地震の発災直後からこれまで、延べ約1万3千⼈以上の
職員をMAFF-SATとして派遣しており、引き続き、県や市町、農協等と緊密に連携し、再
び奥能登地域で営農したいという農業者の気持ちに寄り添い、地域の農業の将来を⾒据え
た、地震と豪⾬からの復旧・復興を⼀体的に推進するため、切れ⽬なく⽀援していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

((11))  棚棚⽥⽥のの保保全全活活動動をを展展開開  
⽯川県輪島市

わ じ ま し
の公益財団法⼈⽩⽶

しろよね
千枚
せんまい

⽥
だ

景 勝
けいしょう

保存協
ほぞんきょう

議会
ぎ か い

は、棚⽥オーナー制
度を通じて、棚⽥を後世に残す活動に取り組んでおり、オーナー数は年々増加
しています。また、⽩⽶千枚⽥を含む能登の伝統的な農村景観や農村⽂化等は、
平成23(2011)年に我が国初の世界農業遺産に認定されました。 

 
((22))  令令和和66年年能能登登半半島島地地震震にによよるる棚棚⽥⽥のの被被害害かかららのの営営農農再再開開にに向向けけたた取取組組  

令和6年能登半島地震では、棚⽥の⽥⾯の⻲裂、畦
けい

畔
はん

法⾯
のりめん

の⻲裂・崩落に加えて、⽤⽔路の⼀部
が崩壊や⽬地の開き等により通⽔困難となるなど、⼤きな被害を受けました。 

輪島市から復旧⼯事の委託を受けた⽯川県は、令和6(2024)年産の
作付け再開を⽬指して、同協議会の会員である⽩⽶

しろよね
千枚
せんまい

⽥
だ

愛
あい

耕会
こうかい

と連
携し、昔ながらの⼯法で復旧作業を実施しました。同愛耕会は、同年5
⽉に、損傷が軽微な棚⽥の⼀部で、棚⽥のオーナーや地元の⾼校⽣、
ボランティア等とともに⽥植えを⾏い、同年9⽉には稲刈りにこぎ着け
ました。 

 
((33))  豪豪⾬⾬にによよるる被被害害かかららのの営営農農再再開開にに向向けけたた取取組組  

稲刈り後も引き続き棚⽥の復旧作業を進めようとしていた⽮先、同年9⽉20⽇からの奥能登豪⾬
により、複数箇所で畦畔法⾯の崩落や⽤⽔路の損壊等が発⽣しました。 

今後、同協議会は、同県及び同愛耕会と連携し、令和7(2025)年春の作付けに向けて、棚⽥や⽤⽔
路等の復旧作業を⾏うこととしています。 

⽩⽩⽶⽶千千枚枚⽥⽥ででのの⽥⽥植植ええのの様様⼦⼦  

農農地地のの流流⽊⽊撤撤去去のの状状況況((輪輪島島市市))  流流⽊⽊撤撤去去完完了了後後のの農農地地((輪輪島島市市))  

((事事例例))  地地震震・・豪豪⾬⾬にによよるる災災害害かかららのの棚棚⽥⽥のの復復旧旧へへ((⽯⽯川川県県))  

 

((「「被被災災者者のの⽣⽣活活とと⽣⽣業業⽀⽀援援ののたためめののパパッッケケーージジ」」にに基基づづくく取取組組をを推推進進))  
政府は、緊急に取り組むべき施策について、令和6(2024)年1⽉に「被災者の⽣活と⽣業

(なりわい)⽀援のためのパッケージ」(以下「⽀援パッケージ」という。)として取りまと
めました。農林⽔産省でも、⽀援パッケージにおける農林⽔産関係の⽀援策に基づき、①
農地、農業⽤施設、漁港等の⽣産インフラの復旧、②農業⽤機械、畜舎、漁船等の復旧、
③⾦融⽀援や農業共済加⼊者への共済⾦の早期⽀払、収⼊保険に係る無利⼦のつなぎ融資
等による各種⽀援を重層的に講ずることとしました。また、これらの⽀援策が被災地の農
業者に活⽤されることを促進するため、国、県、農協が連携して設置した現地相談窓⼝(⽯
川県下の農協等に6か所設置)において、農業者の個別の相談を受けつつ、事業申請⼿続の
伴⾛⽀援を⾏ってきました。 

 
((農農林林⽔⽔産産分分野野のの⽣⽣業業再再開開がが進進展展))  

能登半島地震からの復旧・復興の状況として、農業については農地・農業⽤施設等の応
急復旧等を進め、奥能登地域での令和6(2024)年の営農再開⾯積は令和5(2023)年の⽔稲作
付⾯積の約8割となりました。林業については、被災した⽊材加⼯流通施設等について、
再整備等の⽀援をしてきた結果、再開を望む60施設(⽯川県内)のうち49施設で営業を再開
しました。また、漁業については、能登の北部地域の令和6(2024)年の漁獲⾦額は、前年
同期⽐(1〜12⽉)で約7割となっているほか、輪島

わ じ ま
地区では、同年10⽉までに刺し網漁、底

びき網漁が再開し、同年11⽉には、ずわいがに漁の操業開始となりました。 
被災した農業⽤ダムや農業⽤⽔路等の国営造成施設(4地区)については、直轄災害復旧事

業により復旧を進めており、うち、⽯川県内の3地区においては、農業⽤ダムや⼲拓堤防
等の復旧に取り組み、富⼭県内の1地区においては、国、県、⼟地改良事業団体連合会等
が協⼒し、被災した農業⽤⽔路等の被害調査や応急対策を迅速に⾏った結果、令和6(2024)
年の⽥植えが例年通り⾏われました。 

また、七尾市
な な お し

、輪島市
わ じ ま し

等で甚⼤な被害を受けた農地海岸(1地区、7海岸)、農地地すべり
(1地区)については、⼤規模災害復興法に基づく国の代⾏⼯事により、復旧に取り組んでお
り、直轄代⾏⼯事等を推進するための現地拠点を同年4⽉に設置し、早期復旧に努めてい
るところです。 

 
((奥奥能能登登豪豪⾬⾬のの発発⽣⽣とと、、地地震震・・豪豪⾬⾬かかららのの復復旧旧・・復復興興をを⼀⼀体体的的にに推推進進))  

奥能登地域においては、能登半島地震からの復旧・復興の途上で、奥能登地域において、
令和6(2024)年9⽉の奥能登豪⾬が発⽣し、河川の氾濫等により、約400haの農地で⼟砂・
流⽊等が堆積するなど、甚⼤な被害がもたらされました。 

農林⽔産省では、地震・豪⾬からの⼀体的な復旧・復興を図る観点から、奥能登豪⾬に
よる被害についても、⽀援パッケージにおける農林⽔産関係の⽀援策と同様の⽀援を講ず
ることとしました。奥能登豪⾬が収穫期であったことを踏まえ、浸⽔があった圃場

ほじょう
におけ

る農作物残さの処理等についても、⽀援を⾏っています。 
また、奥能登地域の農業の復旧・復興に当たっては、地域の農業の将来の姿について、

関係機関と地域の農業者が共通の認識をもって進めることが重要であるため、同年11⽉に
「奥能登営農復旧・復興センター」を⽯川県⽳⽔町

あなみずまち
の能登

の と
農業協同組合本店に、国、県、

市町、農協が連携して設置しました。このセンターを拠点として、4者が⼀体となって、
奥能登地域の各集落を巡回しながら、地域の担い⼿の参画も得つつ、農地等の復旧⽅針等
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について調整を進めています。地域での議論を受け、豪⾬で被災した農地約400haのうち
約170ha(約4割)が令和7(2025)年の作付けに間に合うよう、まずは、被害が⼩規模な農地
を中⼼に復旧⼯事を⾏うこととし、調整を終えたところから、順次復旧⼯事を進めていま
す。 

さらに、⼟砂・流⽊・⽡礫
が れ き

等が宅地・道路・農地等にまたがって堆積している場合には、
市町が⼀括発注により、撤去を⾏い、その費⽤を事後的に事業間で精算することを可能と
する農林⽔産省・国⼟交通省・環境省が連携した新たなスキームを構築し、迅速な復旧を
⽀援しています。農林⽔産省では、地震の発災直後からこれまで、延べ約1万3千⼈以上の
職員をMAFF-SATとして派遣しており、引き続き、県や市町、農協等と緊密に連携し、再
び奥能登地域で営農したいという農業者の気持ちに寄り添い、地域の農業の将来を⾒据え
た、地震と豪⾬からの復旧・復興を⼀体的に推進するため、切れ⽬なく⽀援していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

((11))  棚棚⽥⽥のの保保全全活活動動をを展展開開  
⽯川県輪島市

わ じ ま し
の公益財団法⼈⽩⽶

しろよね
千枚
せんまい

⽥
だ

景 勝
けいしょう

保存協
ほぞんきょう

議会
ぎ か い

は、棚⽥オーナー制
度を通じて、棚⽥を後世に残す活動に取り組んでおり、オーナー数は年々増加
しています。また、⽩⽶千枚⽥を含む能登の伝統的な農村景観や農村⽂化等は、
平成23(2011)年に我が国初の世界農業遺産に認定されました。 

 
((22))  令令和和66年年能能登登半半島島地地震震にによよるる棚棚⽥⽥のの被被害害かかららのの営営農農再再開開にに向向けけたた取取組組  

令和6年能登半島地震では、棚⽥の⽥⾯の⻲裂、畦
けい

畔
はん

法⾯
のりめん

の⻲裂・崩落に加えて、⽤⽔路の⼀部
が崩壊や⽬地の開き等により通⽔困難となるなど、⼤きな被害を受けました。 

輪島市から復旧⼯事の委託を受けた⽯川県は、令和6(2024)年産の
作付け再開を⽬指して、同協議会の会員である⽩⽶

しろよね
千枚
せんまい

⽥
だ

愛
あい

耕会
こうかい

と連
携し、昔ながらの⼯法で復旧作業を実施しました。同愛耕会は、同年5
⽉に、損傷が軽微な棚⽥の⼀部で、棚⽥のオーナーや地元の⾼校⽣、
ボランティア等とともに⽥植えを⾏い、同年9⽉には稲刈りにこぎ着け
ました。 

 
((33))  豪豪⾬⾬にによよるる被被害害かかららのの営営農農再再開開にに向向けけたた取取組組  

稲刈り後も引き続き棚⽥の復旧作業を進めようとしていた⽮先、同年9⽉20⽇からの奥能登豪⾬
により、複数箇所で畦畔法⾯の崩落や⽤⽔路の損壊等が発⽣しました。 

今後、同協議会は、同県及び同愛耕会と連携し、令和7(2025)年春の作付けに向けて、棚⽥や⽤⽔
路等の復旧作業を⾏うこととしています。 

⽩⽩⽶⽶千千枚枚⽥⽥ででのの⽥⽥植植ええのの様様⼦⼦  

農農地地のの流流⽊⽊撤撤去去のの状状況況((輪輪島島市市))  流流⽊⽊撤撤去去完完了了後後のの農農地地((輪輪島島市市))  

((事事例例))  地地震震・・豪豪⾬⾬にによよるる災災害害かかららのの棚棚⽥⽥のの復復旧旧へへ((⽯⽯川川県県))  

 

((「「被被災災者者のの⽣⽣活活とと⽣⽣業業⽀⽀援援ののたためめののパパッッケケーージジ」」にに基基づづくく取取組組をを推推進進))  
政府は、緊急に取り組むべき施策について、令和6(2024)年1⽉に「被災者の⽣活と⽣業

(なりわい)⽀援のためのパッケージ」(以下「⽀援パッケージ」という。)として取りまと
めました。農林⽔産省でも、⽀援パッケージにおける農林⽔産関係の⽀援策に基づき、①
農地、農業⽤施設、漁港等の⽣産インフラの復旧、②農業⽤機械、畜舎、漁船等の復旧、
③⾦融⽀援や農業共済加⼊者への共済⾦の早期⽀払、収⼊保険に係る無利⼦のつなぎ融資
等による各種⽀援を重層的に講ずることとしました。また、これらの⽀援策が被災地の農
業者に活⽤されることを促進するため、国、県、農協が連携して設置した現地相談窓⼝(⽯
川県下の農協等に6か所設置)において、農業者の個別の相談を受けつつ、事業申請⼿続の
伴⾛⽀援を⾏ってきました。 

 
((農農林林⽔⽔産産分分野野のの⽣⽣業業再再開開がが進進展展))  

能登半島地震からの復旧・復興の状況として、農業については農地・農業⽤施設等の応
急復旧等を進め、奥能登地域での令和6(2024)年の営農再開⾯積は令和5(2023)年の⽔稲作
付⾯積の約8割となりました。林業については、被災した⽊材加⼯流通施設等について、
再整備等の⽀援をしてきた結果、再開を望む60施設(⽯川県内)のうち49施設で営業を再開
しました。また、漁業については、能登の北部地域の令和6(2024)年の漁獲⾦額は、前年
同期⽐(1〜12⽉)で約7割となっているほか、輪島

わ じ ま
地区では、同年10⽉までに刺し網漁、底

びき網漁が再開し、同年11⽉には、ずわいがに漁の操業開始となりました。 
被災した農業⽤ダムや農業⽤⽔路等の国営造成施設(4地区)については、直轄災害復旧事

業により復旧を進めており、うち、⽯川県内の3地区においては、農業⽤ダムや⼲拓堤防
等の復旧に取り組み、富⼭県内の1地区においては、国、県、⼟地改良事業団体連合会等
が協⼒し、被災した農業⽤⽔路等の被害調査や応急対策を迅速に⾏った結果、令和6(2024)
年の⽥植えが例年通り⾏われました。 

また、七尾市
な な お し

、輪島市
わ じ ま し

等で甚⼤な被害を受けた農地海岸(1地区、7海岸)、農地地すべり
(1地区)については、⼤規模災害復興法に基づく国の代⾏⼯事により、復旧に取り組んでお
り、直轄代⾏⼯事等を推進するための現地拠点を同年4⽉に設置し、早期復旧に努めてい
るところです。 

 
((奥奥能能登登豪豪⾬⾬のの発発⽣⽣とと、、地地震震・・豪豪⾬⾬かかららのの復復旧旧・・復復興興をを⼀⼀体体的的にに推推進進))  

奥能登地域においては、能登半島地震からの復旧・復興の途上で、奥能登地域において、
令和6(2024)年9⽉の奥能登豪⾬が発⽣し、河川の氾濫等により、約400haの農地で⼟砂・
流⽊等が堆積するなど、甚⼤な被害がもたらされました。 

農林⽔産省では、地震・豪⾬からの⼀体的な復旧・復興を図る観点から、奥能登豪⾬に
よる被害についても、⽀援パッケージにおける農林⽔産関係の⽀援策と同様の⽀援を講ず
ることとしました。奥能登豪⾬が収穫期であったことを踏まえ、浸⽔があった圃場

ほじょう
におけ

る農作物残さの処理等についても、⽀援を⾏っています。 
また、奥能登地域の農業の復旧・復興に当たっては、地域の農業の将来の姿について、

関係機関と地域の農業者が共通の認識をもって進めることが重要であるため、同年11⽉に
「奥能登営農復旧・復興センター」を⽯川県⽳⽔町

あなみずまち
の能登

の と
農業協同組合本店に、国、県、

市町、農協が連携して設置しました。このセンターを拠点として、4者が⼀体となって、
奥能登地域の各集落を巡回しながら、地域の担い⼿の参画も得つつ、農地等の復旧⽅針等
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